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172 早稲田商学第 428 号
ず，その意味でXの請求が権利濫用を理由に否定されるべきとの考えもあり
得たのかもしれない。ただ，Xにも帰責性を認めて，退職慰労年金支給のY
銀行による打ち切りを許す結論を認めるのであれば，Y銀行はXの任務懈怠
を理由とする損害賠償請求権の存在と同請求権とXの退職慰労年金債権との
相殺を主張すべきではなかろうか32。
５　残された課題
　最後に，役員退職慰労年金の会社による一方的な支給打ち切りに関して検討
すべき課題を指摘しておこう。最三小判平成22年３月16日のケースでは，Y銀
行の役員退職慰労金に関する内規には，将来の経済情勢等の変化に伴い支給中
の退職慰労年金の内容を変更（減額または打切り）することがある旨の規定が
置かれていなかったが，その種の定め内規に置いている会社では，変更の必要
性と相当性が認められることを明らかにし，対象者に周知徹底を図ることで，
対象となる退職役員の全員の同意がなくとも，取締役会決議等に基づく内規変
更等の措置により，一方的に退職慰労年金の内容を受給者にとって不利益的に
変更することができるかどうかが，依然として問題となりえよう。最三小判平
成22年３月16日が過去の労働判例の動向を踏まえているように読める点に鑑み
ると，その場合は，対象者全員の同意がなくとも，一定の状況の下で退職慰労
年金の減額・支給打切りを認める可能性もなくはあるまい。あるいは，その場
合は，退職慰労金支給の打切りに係る明示の合意があることを理由に，同様の
結論を導くのかもしれないが，いずれにせよ，この点についても最高裁の判断
が待たれるところである。
─────────────────
32　中村・前掲判批（注⑴）11頁。
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